
 
 

令和５年１月３０日  
九 州 地 方 整 備 局 
佐 賀 河 川 事 務 所 

 

記  者  発  表  資  料  
 

令和５年度 災害時協力会社の公募について  

～災害への迅速かつ的確な対応のため～  
 
 国土交通省佐賀河川事務所では、災害時等における「迅速な被災状況の把握、
円滑で的確な対応」を強化するため、事前に建設業等関係者の皆様との協力体制
を強化しておく必要があります。  
 つきましては、この度、一定の参加資格を有する建設業等関係者を広く公募し、
令和５年度の災害時の協力に関する協定を締結します。  
 

 
  １．公募期間  
    令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）  
 
   ２．公募内容  
 

Ⅰ．災害時等の佐賀導水路及び城原川ダム区間における巡視、応急対策工事等（工事）  
出水時及び災害時の巡視、応急対策工事の施工  
災害対策用機器の運搬・運転  
排水ポンプ車の運搬・運転等  

Ⅱ．災害時等の嘉瀬川ダム区間における巡視、応急対策工事等（工事）  
洪水時及び災害時の巡視、応急対策工事の施工  

      災害対策用機器の運搬・運転  
      排水ポンプ車の運搬・運転等  

Ⅲ．機械設備の災害時等応急対策工事等及び災害対策用機械機器等の災害対策等  
     応急対応（機械）  

災害時における機械設備の故障・不具合時の対応等  
       揚排水ポンプ設備（制水弁設備を含む） 
       水門設備（水門、ダム用水門、樋門樋管）  
            災害対策用機械機器等の運搬及び運転並びに設置・撤去  

Ⅳ．災害時等応急対策工事（光ケーブル）（電気通信）  
光ケーブルの災害時における応急対策工事  

       Ⅴ．災害時の応急対策（コンサルタント業務） 
測量、設計・地質調査、航空写真撮影、人工衛星撮影・解析 

         各公募の概要は別紙１「Ⅰ~Ⅴ」のとおりです。 
   

 
問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  
                技術副所長 中山 雅文 
            事業対策官 山村 覚  
          ＴＥＬ：０９５２－４１－８８０１  
          ＦＡＸ：０９５２－４１－８８０２  



別紙－１  災 害 時 協 力 会 社 の 公 募 概 要 
 

Ⅰ．災害時等の佐賀導水路及び城原川ダム区間の巡視、  
応急対策工事等（工事）  

 １）目的  

本協定は、佐賀河川事務所が管理する佐賀導水路区間において、出水に伴う佐賀

導水施設の運転を実施する際の施設の監視又は巡視を行う他、佐賀導水路区間、関

連施設及び城原川ダム区間において大規模な災害が発生若しくは災害の発生が予

想される場合、緊急的に巡視、応急対策工事、災害対策用機械（排水ポンプ車等）

の運搬や作業等を想定し、あらかじめ実施者を定め、施設の確実な運用、被害施設

の早期発見、応急復旧及び災害の拡大防止に資する事を目的としています。  

  ２）公募の内容  

（１）協定予定者数  

①巨勢川調整池～嘉瀬川吐出口（導水管）、調整池及び各施設 

  ②開水路、サイフォン（巨勢川サイフォン～中地江川ポンプ場） 

  ③城原川吐出口～神埼橋（城原川堤防） 

  ④城原川吐出口～上峰制水弁、馬場川ポンプ場、三本松川ポンプ場、 

   井柳川ポンプ場 

  ⑤上峰制水弁～寒水川、切通川ポンプ場 

  ⑤寒水川～筑後川吐出口、筑後川ポンプ場、筑後川吐出口付近、 

   通瀬川ポンプ場 

  ⑦城原川ダム区間 

   ７社程度を予定  
  ※参加資格要件等内容の詳細は公告及び技術資料等説明書をご覧ください。  
 

（２）公告場所及び、技術資料等説明書の交付場所  
①佐賀市兵庫南二丁目１番３４号  

       公告場所：佐賀河川事務所 掲示板  
           技術資料等説明書交付場所：佐賀河川事務所２Ｆ 管理課内  

②交付方法：手渡し又はその他の交付手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの

交付を希望する際は、担当部局（管理課）へ電話を行い、交

付方法の確認をお願いします。  
    ※申請書の提出場所は、説明書の記述による。（各関係部署に提出）  

      ◆公告は、本資料巻末にも記載しています。  
 
（３）公募方法  
  ①技術資料等説明書の交付期間  

      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  
②技術資料提出期間  

      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  
    ※交付・提出ともに土曜、日曜祝祭日を除く毎日、9:30～17:00 まで。  

                                     
 問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  
                管理課長    甲斐 剛  
           係  長   井上 哲博  

          ＴＥＬ：０９５２－４１－８８０１  
          ＦＡＸ：０９５２－４１－８８０２  
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別紙－１  災 害 時 協 力 会 社 の 公 募 概 要 
 

Ⅱ．災害時等の嘉瀬川ダム区間における巡視、応急対策工事等（工事） 

 １）目的  

 
本協定は、佐賀河川事務所が管理する嘉瀬川ダムの河川区域又は河川区域外において、堤

防決壊等の大規模な災害が発生若しくは災害の発生が予測された場合、緊急的に河川及びダム

の巡視、応急対策工事、災害対策用機械（排水ポンプ車等）の運搬・運転を実施することを想

定し、あらかじめ実施者を定め、被害施設の早期発見、応急復旧及び災害の拡大防止に資する

事を目的としています。 
 

 
２）公募の内容  

 

 １）協定予定者数  
     嘉瀬川ダム管理支所  ２社程度を予定  
   ※参加資格要件等内容の詳細は公告及び技術資料等説明書をご覧ください。

 

 ２）公告場所及び、技術資料等説明書の交付場所  
        ①佐賀市兵庫南二丁目１番３４号  
       公告場所：佐賀河川事務所 掲示板  
           技術資料等説明書交付場所：佐賀河川事務所  嘉瀬川ダム管理支所  

     ②交付方法：手渡し又はその他の交付  
          手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、

担当部局（嘉瀬川ダム管理支所）へ電話を行い、交付方法の

確認をお願いします。  
   ※申請書の提出場所は、説明書の記述による。（各関係部署に提出）  
      ◆公告は、本資料巻末にも記載しています。  
 
 ３）公募方法  

①技術資料等説明書の交付期間  
令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

②技術資料提出期間  
令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

   ※交付・提出ともに土曜、日曜祝祭日を除く毎日、9:30～17:00 まで。  
 
    問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  
                嘉瀬川ダム管理支所 

              支所長     向窪 広幸 
             管理第一係長  河野 清和  
          ＴＥＬ：０９５２－５１－８３２１  
          ＦＡＸ：０９５２－５１－８３２３   
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別紙－１  災 害 時 協 力 会 社 の 公 募 概 要 
 

Ⅲ．機械設備の災害時等応急対策工事等及び  
災害対策用機械機器等の災害対策等応急対応（機械）  

 １）目的  

  本協定は、佐賀河川事務所が管理する直轄区間又は直轄区間外において、災害時に機械設

備に被害が生じた場合、又は災害対策用機械機器等の運搬及び運転並びに設置・

撤去に係る作業を要請する場合に、迅速で適切な応急対策工事等が行えるよう、

一定の参加資格を有する会社を広く公募し、令和５年度の協定を締結するもので

す。  

 

 
  ２）公募の内容  

 １）公告場所及び、技術資料等説明書の交付場所  
        ①佐賀市兵庫南二丁目１番３４号  
       公告場所：佐賀河川事務所 掲示板  
           技術資料等説明書交付場所：佐賀河川事務所２Ｆ 管理課内  

     ②交付方法：手渡し又はその他の交付  
           手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、

           担当部局（管理課）へ電話を行い、交付方法の確認をお願

           いします。  

   ※申請書の提出場所は、説明書の記述による。（各関係部署に提出）  
       ◆公告は、本資料巻末にも記載しています。  
 
 ２）公募方法  

①技術資料等説明書の交付期間  
      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

②技術資料提出期間  
      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

   ※交付・提出ともに土曜、日曜祝祭日を除く毎日、9:30～17:00 まで。  
 
   問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  
                管理課長    甲斐 剛  

           専門官 (機械 ) 松枝 伸久  
          ＴＥＬ：０９５２－４１－８８０１  
          ＦＡＸ：０９５２－４１－８８０２   
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別紙－１  災 害 時 協 力 会 社 の 公 募 概 要 
 

Ⅳ．災害時等応急対策工事（光ケーブル）（電気通信）  

 １）目的  

  国土交通省佐賀河川事務所の直轄管理区間及びその周辺に敷設している光ファ

イバケーブルに被害が生じた場合に、迅速で適切な応急対策工事が行えるよう、

一定の参加資格を有する会社を広く公募し、令和５年度の協定を締結するもので

す。  

 
  ２）公募の内容  

（１）協定予定業者数  
    ①佐賀河川事務所管内 ２社程度  
  ※参加資格要件等内容の詳細は、公告及び技術資料等説明書をご覧ください。

 

（２）公告場所及び、技術資料等説明書の交付場所  
     ①佐賀市兵庫南二丁目１番３４号  
      公告場所：佐賀河川事務所 掲示板  
           技術資料等説明書交付場所：佐賀河川事務所２Ｆ 管理課内  

    ②交付方法：手渡し又はその他の交付  
          手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、

          担当部局（管理課）へ電話を行い、交付方法の確認をお願

          いします。  

   ※申請書の提出場所は、説明書の記述による。（各関係部署に提出）  
      ◆公告は、本資料巻末にも記載しています。  
 
（３）公募方法  

①技術資料等説明書の交付期間  
      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

②技術資料提出期間  
      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

    ※交付・提出ともに土曜、日曜祝祭日を除く毎日、9:30～17:00 まで。  
                                     
   
 問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  

               管理課長    甲斐 剛  
           専門官 (電気 ) 楢崎 貴靖  
          ＴＥＬ：０９５２－４１－８８０１  
          ＦＡＸ：０９５２－４１－８８０２   
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別紙－１  災 害 時 協 力 会 社 の 公 募 概 要 

 

Ⅴ．災害時の応急対策（コンサルタント業務）  

 

 １）目的  

  国土交通省佐賀河川事務所が管理する区間（佐賀導水管理区間、嘉瀬川ダム管

理区間、城原川ダム管理区間）等において発生した災害について被害の拡大防止

と被害施設の早期復旧のために災害等応急対策コンサルタント業務「測量｣、｢設

計・地質調査｣、｢航空写真撮影｣、「人工衛星撮影・解析」を行うことを目的とし

て一定の参加資格を有する会社を広く公募し、令和５年度の協定を締結するもの

です。  

 

  ２）公募の内容  

（１）予定企業数  
   佐賀河川事務所管内  
        「測量」          ：  １０社程度      

     ｢設計・地質調査」    ：  １０社程度  
      ｢航空写真撮影｣      ：  ５社程度  
     「人工衛星撮影・解析」  ：   ２社程度   
   但し、公募する企業は「測量」については、佐賀県内に本店があること

   とし、「設計・地質調査」及び｢航空写真撮影｣並びに「人工衛星撮影・解

  析」については、佐賀県、福岡県、長崎県内に本店又は支店等営業所があ

  ることとします。    
   ※参加資格要件等内容の詳細は、公告及び技術資料等説明書をご覧くださ

   い。  
（２）公告場所及び、技術資料等説明書の交付場所  
    ①佐賀市兵庫南二丁目１番３４号  
      公告場所：佐賀河川事務所 掲示板  

          技術資料等説明書交付場所：佐賀河川事務所２Ｆ 工務課、調査課内

①  交付方法：手渡し又はその他の交付  
     手 渡 し 以 外 の Ｆ Ａ Ｘ 又 は メ ー ル で の 交 付 を 希 望 す る 際 は 、

     担当部局（工務課、調査課）へ電話を行い、交付方法の確認をお願い

します。  
   ※申請書の提出場所は、説明書の記述による。（各関係部署に提出）  
      ◆公告は、本資料巻末にも記載しています。  
 

（３）公募方法  
  ①技術資料等説明書の交付期間  
      令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

②  技術資料提出期間  

令和５年１月３０日（月）～令和５年２月２０日（月）  

    ※交付・提出ともに土曜、日曜祝祭日を除く毎日、9:30～17:00 まで。  
 
 問合せ先：国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所  

                工務課長   平 幸策  
          ＴＥＬ：０９５２－４１－８８０１  
          ＦＡＸ：０９５２－４１－８８０２   
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公 告

（佐賀河川事務所管内における

災害等応急対策コンサルタント業務（測量）に関する基本協定の締結）

次のとおり公告します。

令和５年１月３０日

国土交通省 九州地方整備局

佐賀河川事務所長 工藤 勝次

１ 基本協定の概要等

（１）基本協定名

佐賀河川事務所管内における災害等応急対策コンサルタント業務（測量）に関する基

本協定

（２）基本協定の目的

本協定は、佐賀河川事務所が管理する直轄区間等において発生した災害対策の業務に

関し、これに必要な組織、災害調査の能力等の確保を定め、災害の拡大防止と被害施設

の早期復旧のための災害等応急対策業務（測量）を行うことを目的とする。

また、佐賀河川事務所管理区間外において広域的な支援が必要となる場合は、本協定

に基づく対応を行うものとする。

（３）基本協定区間

佐賀河川事務所管内（佐賀導水管理区間、嘉瀬川ダム管理区間、城原川ダム管理区

間）

（４）基本協定期間

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

（５）本協定締結企業の選定については、地域の精通度、業務実績、災害調査の能力から総

合的に評価するものとし、協定締結企業は１０社程度を決定する。

（６）基本協定締結後、災害等が発生し、当事務所が緊急的に測量を実施する必要があると

判断した場合は、協定を締結した企業に対して必要となる業務の実施の要請を行うもの

とし、速やかに業務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係法令を遵守する

ものとする。

なお、災害等の発生時における要請及び担当区域、契約締結を行う企業については、

当事務所において決定するものとする。

但し、基本協定を締結した場合でも災害等の発生がなかった場合は、業務を行わない

こととする。
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２ 参加資格要件

（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第９８条において準用する第 70 条

及び第 71 条の規定に該当しない者であること。

（２）九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度測量業務に係る一般

競争（指名競争）参加資格の認定を受けている又は申請中であること。

（３）協定締結参加資格確認書等の提出期限の日までに、九州地方整備局長から建設コンサ

ルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続きに

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）で

ないこと。

（６）平成２９年度以降に武雄河川事務所又は佐賀河川事務所発注、若しくは佐賀県内にお

ける国、県、市町村等が発注した以下の業務の実績があること。なお、国、県、市町村

等の｢等｣とは、九州地方整備局の事業と類似事業を行う事業者とする。

○業務

河川又はダムの測量の業務実績

（７）本店等の所在地について、下記のとおりとする。

佐賀県内に本店（一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載された本店の住

所による。）を有していること。

（８）緊急業務に対応する体制として、以下の対応ができることとする。

５名以上の測量士又は測量士補を早急に対応させることができること。

（９）平成２９年度以降、公示日までに完了した業務のうち、国土交通省発注業務（港湾空

港関係を除く）の平均業務評定点が６０点以上であること。

ただし、評定通知を受けていないため業務成績を評価できない場合、又は｢地方整備局

委託業務等成績評定要領｣に基づく国土交通省発注業務（港湾空港関係を除く）の実績が

無い場合は、この限りではない。

３ 技術資料の総合的な評価に関する事項等

（１）技術資料等説明書に示す評価項目について、評価基準に基づき評価する。
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４ 本基本協定に関する手続等

（１）担当部局

〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 調査課

担当：開発設計係長 永尾 豪也

電話 0952 － 41 － 8801（代表） （内線 364）
FAX 0952 － 41 － 8802

（２）技術資料等説明資料の交付期間、場所及び方法

①交付期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで。

②交付場所：〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 ２階 調査課

③交付方法：手渡し又はその他の交付

手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、担当部局(調査

課)へ電話を行い、交付方法の確認を行うこと。

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び方法

①提出期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで

②提出場所：上記（１）に同じ。

③提出方法：郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提

出期間内必着。）を原則とするが、持参も認める。

なお、持参する場合は、担当部局(調査課)へ事前に連絡すること。

５ その他

技術資料の作成要領、基本協定締結企業の評価及び決定方法などの詳細については、「技術

資料等説明書」による。

20



公 告

（佐賀河川事務所管内における

災害等応急対策コンサルタント業務（設計・地質調査）に関する基本協定の締結）

次のとおり公告します。

令和５年１月３０日

国土交通省 九州地方整備局

佐賀河川事務所長 工藤 勝次

１ 基本協定の概要等

（１）基本協定名

佐賀河川事務所管内における災害等応急対策コンサルタント業務（設計・地質調査）

に関する基本協定

（２）基本協定の目的

本協定は、佐賀河川事務所が管理する直轄区間等において発生した災害対策の業務に

関し、これに必要な組織、災害調査の能力等の確保を定め、災害の拡大防止と被害施設

の早期復旧のための災害等応急対策業務（設計・地質調査）を行うことを目的とする。

また、佐賀河川事務所管理区間外において広域的な支援が必要となる場合は、本協定

に基づく対応を行うものとする。

（３）基本協定区間

佐賀河川事務所管内（佐賀導水管理区間、嘉瀬川ダム管理区間、城原川ダム管理区

間）

（４）基本協定期間

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

（５）本協定締結企業の選定については、地域の精通度、業務実績、災害調査の能力から総

合的に評価するものとし、協定締結企業は、１０社程度を決定する。

（６）基本協定締結後、災害等が発生し、当事務所が緊急的に設計・地質調査を実施する必

要があると判断した場合は、協定を締結した企業に対して必要となる業務の実施の要請

を行うものとし、速やかに業務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係法令

を遵守するものとする。

なお、災害等の発生時における要請及び担当区域、契約締結を行う企業については、

当事務所において決定するものとする。

但し、基本協定を締結した場合でも災害等の発生がなかった場合は、業務を行わない

こととする。
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２ 参加資格要件

（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第９８条において準用する第 70 条

及び第 71 条の規定に該当しない者であること。

（２）九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度土木関係建設コンサ

ルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加資格及び令和５・６年度地質調査業務

に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けている又は申請中であること。

また、土木関係建設コンサルタント業務においては「河川、砂防及び海岸・海洋」部

門の登録があること。

（３）協定締結参加資格確認書等の提出期限の日までに、九州地方整備局長から建設コンサ

ルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続きに

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）で

ないこと。

（６）平成２９年度以降に武雄河川事務所又は佐賀河川事務所発注、又は、佐賀県内、九州

地方整備局管内における国、県、市町村等が発注した以下の業務の実績があること。

なお、国、県、市町村等の｢等｣とは、九州地方整備局の事業と類似事業を行う事業者

とする。

○業務

河川又はダムの設計かつ河川又はダムの地質調査の業務実績

※ただし、同一業務でなくとも可。

（７）本店等の所在地について、下記のとおりとする。

佐賀県、福岡県、長崎県内に本店又は支店等営業所（一般競争(指名競争)参加資格審

査申請書に記載された本店又は支店等営業所の住所による。）を有していること。

（８）緊急業務に対応する体制として、以下の対応ができることとする。

２名以上の技術士（建設部門）又は技術士（応用理学部門［選択科目：地質］）を早急

に対応させることができること。

（９）平成２９年度以降、公示日までに完了した業務のうち、国土交通省発注業務（港湾空

港関係を除く）の平均業務評定点が６０点以上であること。

ただし、評定通知を受けていないため業務成績を評価できない場合、又は｢地方整備局

委託業務等成績評定要領｣に基づく国土交通省発注業務（港湾空港関係を除く）の実績が

無い場合は、この限りではない。

３ 技術資料の総合的な評価に関する事項等
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（１）技術資料等説明書に示す評価項目について、評価基準に基づき評価する。

４ 本基本協定に関する手続等

（１）担当部局

〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 調査課

担当：調査係長 青木 和也

電話 0952 － 41 － 8801（代表） （内線 362）
FAX 0952 － 41 － 8802

（２）技術資料等説明資料の交付期間、場所及び方法

①交付期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで。

②交付場所：〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 ２階 調査課

③交付方法：手渡し又はその他の交付

手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、担当部局(調査

課)へ電話を行い、交付方法の確認を行うこと。

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び方法

①提出期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで

②提出場所：上記（１）に同じ。

③提出方法：郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提

出期間内必着。）を原則とするが、持参も認める。

なお、持参する場合は、担当部局(調査課)へ事前に連絡すること。

５ その他

技術資料の作成要領、基本協定締結企業の評価及び決定方法などの詳細については、「技術

資料等説明書」による。
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公 告

（佐賀河川事務所管内における

災害等応急対策コンサルタント業務（航空写真撮影）に関する基本協定の締結）

次のとおり公告します。

令和５年１月３０日

国土交通省 九州地方整備局

佐賀河川事務所長 工藤 勝次

１ 基本協定の概要等

（１）基本協定名

佐賀河川事務所管内における災害等応急対策コンサルタント業務（航空写真撮影）に

関する基本協定

（２）基本協定の目的

本協定は、佐賀河川事務所が管理する直轄区間等において発生した災害対策の業務に

関し、これに必要な組織、災害調査の能力等の確保を定め、災害の拡大防止と被害施設

の早期復旧のための災害等応急対策業務（航空写真撮影）を行うことを目的とする。

また、佐賀河川事務所管理区間外において広域的な支援が必要となる場合は、本協定

に基づく対応を行うものとする。

（３）基本協定区間

佐賀河川事務所管内（佐賀導水管理区間、嘉瀬川ダム管理区間、城原川ダム管理区

間）

（４）基本協定期間

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

（５）本協定締結企業の選定については、地域の精通度、業務実績、災害調査の能力から総

合的に評価するものとし、協定締結企業は５社程度を決定する。

（６）基本協定締結後、災害等が発生し、当事務所が緊急的に航空写真撮影を実施する必要

があると判断した場合は、協定を締結した企業に対して必要となる業務の実施の要請を

行うものとし、速やかに業務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係法令を

遵守するものとする。

なお、災害等の発生時における要請及び担当区域、契約締結を行う企業については、

当事務所において決定するものとする。

但し、基本協定を締結した場合でも災害等の発生がなかった場合は、業務を行わない

こととする。
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２ 参加資格要件

（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号。）第９８条において準用する第 70 条

及び第 71 条の規定に該当しない者であること。

（２）九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度測量業務に係る一般

競争（指名競争）参加資格の認定を受けている又は申請中であること。

（３）協定締結参加資格確認書等の提出期限の日までに、九州地方整備局長から建設コンサ

ルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続きに

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）で

ないこと。

（６）平成２９年度以降に国、県、市町村等が発注した以下の業務の実績があること。なお、

国、県、市町村等の｢等｣とは、九州地方整備局の事業と類似事業を行う事業者とする。

○業務

河川又はダムの航空写真撮影の業務実績

（７）本店等の所在地について、下記のとおりとする。

佐賀県、福岡県、長崎県内に本店又は支店等営業所（一般競争(指名競争)参加資格審

査申請書に記載された本店又は支店等営業所の住所による。）を有していること。

（８）緊急業務に対応する体制として、以下の対応ができることとする。

５名以上の測量士又は測量士補を早急に対応させることができること。

（９）平成２９年度以降、公示日までに完了した業務のうち、国土交通省発注業務（港湾空

港関係を除く）の平均業務評定点が６０点以上であること。

ただし、評定通知を受けていないため業務成績を評価できない場合、又は｢地方整備局

委託業務等成績評定要領｣に基づく国土交通省発注業務（港湾空港関係を除く）の実績が

無い場合は、この限りではない。

３ 技術資料の総合的な評価に関する事項等

（１）技術資料等説明書に示す評価項目について、評価基準に基づき評価する。
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４ 本基本協定に関する手続等

（１）担当部局

〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南２丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 工務課

担当：工務第二係長 山崎 勉

電話 0952 － 41 － 8801 （内線 313）
FAX 0952 － 41 － 8802

（２）技術資料等説明資料の交付期間、場所及び方法

①交付期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで。

②交付場所：〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南２丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 ２階 工務課

③交付方法：手渡し又はその他の交付

手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、担当部局(工務

課)へ電話を行い、交付方法の確認を行うこと。

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び方法

①提出期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで

②提出場所：上記（１）に同じ。

③提出方法：郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提

出期間内必着。）を原則とするが、持参も認める。

なお、持参する場合は、担当部局(工務課)へ事前に連絡すること。

５ その他

技術資料の作成要領、基本協定締結企業の評価及び決定方法などの詳細については、「技術

資料等説明書」による。

26



公 告

（佐賀河川事務所管内における

災害等応急対策コンサルタント業務（人工衛星撮影・解析）に関する基本協定の締結）

次のとおり公告します。

令和５年１月３０日

国土交通省 九州地方整備局

佐賀河川事務所長 工藤 勝次

１ 基本協定の概要等

（１）基本協定名

佐賀河川事務所管内における災害等応急対策コンサルタント業務（人工衛星撮影・解

析）に関する基本協定

（２）基本協定の目的

本協定は、佐賀河川事務所が管理する直轄区間等において発生した災害対策の業務に

関し、これに必要な組織、災害調査の能力等の確保を定め、災害の拡大防止と被害施設

の早期復旧のための災害等応急対策業務（人工衛星撮影・解析）を行うことを目的とす

る。

また、佐賀河川事務所管理区間外において広域的な支援が必要となる場合は、本協定

に基づく対応を行うものとする。

（３）基本協定区間

佐賀河川事務所管内（佐賀導水管理区間、嘉瀬川ダム管理区間、城原川ダム管理区

間）

（４）基本協定期間

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

（５）本協定締結企業の選定については、地域の精通度、業務実績、災害調査の能力から総

合的に評価するものとし、協定締結企業は、２社程度を決定する。

（６）基本協定締結後、災害等が発生し、当事務所が緊急的に人工衛星撮影・解析を実施す

る必要があると判断した場合は、協定を締結した企業に対して必要となる業務の実施の

要請を行うものとし、速やかに業務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係

法令を遵守するものとする。

なお、災害等の発生時における要請及び担当区域、契約締結を行う企業については、

当事務所において決定するものとする。

但し、基本協定を締結した場合でも災害等の発生がなかった場合は、業務を行わない

こととする。

２ 参加資格要件

（１）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第９８条において準用する第 70 条

及び第 71 条の規定に該当しない者であること。
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(２)九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和５・６年度土木関係建設コンサ
ルタント業務に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けている又は申請中であ
ること。

また、土木関係建設コンサルタント業務においては「河川、砂防及び海岸・海洋」部

門の登録があること。

（３）協定締結参加資格確認書等の提出期限の日までに、九州地方整備局長から建設コンサ

ルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

（４）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがな

されている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続きに

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。

また、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）で

ないこと。

（６）平成２９年度以降に九州地方整備局管内、又は、日本国内における国、県、市町村等

が発注した以下の業務の実績があること。

なお、国、県、市町村等の｢等｣とは、九州地方整備局の事業と類似事業を行う事業者

とする。

○業務

人工衛星 SAR 衛星撮影データ解析の業務実績

（７）本店等の所在地について、下記のとおりとする。

佐賀県、福岡県、長崎県内に本店又は支店等営業所（一般競争(指名競争)参加資格審

査申請書に記載された本店又は支店等営業所の住所による。）を有していること。

（８）緊急業務に対応する体制として、以下の対応ができることとする。

２名以上の技術士（建設部門）を早急に対応させることができること。

（９）平成２９年度以降、公示日までに完了した業務のうち、国土交通省発注業務（港湾空

港関係を除く）の平均業務評定点が６０点以上であること。

ただし、評定通知を受けていないため業務成績を評価できない場合、又は｢地方整備局

委託業務等成績評定要領｣に基づく国土交通省発注業務（港湾空港関係を除く）の実績が

無い場合は、この限りではない。

３ 技術資料の総合的な評価に関する事項等

（１）技術資料等説明書に示す評価項目について、評価基準に基づき評価する。

４ 本基本協定に関する手続等

（１）担当部局

〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号
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国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 工務課

担当：工務係員 長野 朱里

電話 0952 － 41 － 8801（代表） （内線 314）
FAX 0952 － 41 － 8802

（２）技術資料等説明資料の交付期間、場所及び方法

①交付期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで。

②交付場所：〒 849 － 0918 佐賀県佐賀市兵庫南二丁目１番３４号

国土交通省 九州地方整備局 佐賀河川事務所 ２階 工務課

③交付方法：手渡し又はその他の交付

手渡し以外のＦＡＸ又はメールでの交付を希望する際は、担当部局(工務

課)へ電話を行い、交付方法の確認を行うこと。

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び方法

①提出期間：令和５年１月３０日（月）から令和５年２月２０日（月）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、9 時 30 分から 17 時 00 分まで

②提出場所：上記（１）に同じ。

③提出方法：郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提

出期間内必着。）を原則とするが、持参も認める。

なお、持参する場合は、担当部局(工務課)へ事前に連絡すること。

５ その他

技術資料の作成要領、基本協定締結企業の評価及び決定方法などの詳細については、「技術

資料等説明書」による。
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